
山 梨 県 高 齢 者 向 け優 良 賃 貸 住 宅 
家 賃 対 策 補 助 金 交 付 要 綱 

 
（通則） 

第１条 山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金（以下「補助金」という。）の交

 付については、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」

 という。）の定めによるほか、この要綱の定めるところによる。 

（目 的） 

第２条 この要綱は、高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平

成２３年法律第３２号。）の規定による改正前の高齢者の居住の安定確保に関する法律

（平成１３年法律第２６号。以下「旧法」という。）、高齢者の居住の安定確保に関す

る法律等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（平成２３年

政令第２３７号。）の規定による改正前の高齢者の居住の安定確保に関する法律施行令

（平成１３年政令第２５０号。以下「旧政令」という。）及び高齢者の居住の安定確保

に関する法律施行規則等の一部を改正する省令（平成２３年国土交通省令第６４号。）

の規定による改正前の高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成１３年建設

省令第１１５号。以下「旧省令」という。）及び山梨県高齢者向け優良賃貸住宅制度要

綱（平成１４年９月２４日制定。以下「制度要綱」という。）に基づいて、高齢者向け

優良賃貸住宅を供給する認定事業者が制度要綱第１４条の規定により家賃を減額する場

合に、当該認定事業者に対し予算の範囲内において、補助金を交付することにより、高

齢者の居住の安定を図ることを目的とする。 

（定 義） 

第３条 この要綱で使用する用語は、次の各号に掲げるもののほか、旧法、旧政令、旧省

令及び制度要綱の例によるものとする。 

  (1) 契約家賃 高齢者向け優良賃貸住宅の入居者と認定事業者とが締結する賃貸契約上

  の家賃をいう。 

 (2) 入居者負担額 「旧政令第２条に規定する国土交通大臣が定める算定の方法」（平

成１３年８月３日国土交通省告示第１２９５号）に規定するところにより算定した額

を基準として知事が定める額 

 (3) 限度額家賃 旧省令第３２条の規定により算定した額 

（交付対象者等） 

第４条 交付の対象者、補助金の額及び交付の期間は、別表のとおりとする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付申請をしようとする認定事業者は、山梨県高齢者向け優良賃貸住宅

 家賃対策補助金交付申請書（第１号様式）を当該年度の４月に知事に提出しなければな



 らない。ただし、この場合の契約家賃、入居者負担額、入居者数等については、当該年

 度の４月１日現在の数値を用いるものとする。 

２ 前項の規定に係わらず、新たに管理開始しようとする場合の補助金交付申請について

 は、入居者の選定後速やかに行うものとする。 

（交付変更申請） 

第６条 補助金交付決定後の事情により申請の内容を変更して交付を受けようとするとき

 は、山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金交付変更申請書（第２号様式）を知

 事に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第７条 知事は、前２条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたと

 きは交付決定を行うものとする。 

２ 知事は、前項の交付決定を行ったときは、山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補

 助金交付決定通知書（第３号様式）又は、山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助

 金交付変更決定通知書（第４号様式）により認定事業者に通知するものとする。 

（交付決定の取り消し） 

第８条 知事は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、補助金の交付決定

 の全部又は一部を取り消すことができる。 

  (1) 偽りその他不正な手段により、この補助金の交付決定を受けたとき。 

 (2) 旧法、旧政令、旧省令、規則及び制度要綱その他関係法令に基づき行う知事の処分

に違反したとき。 

（補助金の請求） 

第９条 認定事業者は、第７条の交付決定通知を受けたときは、４月１日から６月３０日

 まで（以下「第１四半期」という。）の補助金を７月１０日までに、７月１日から９月

 ３０日まで（以下「第２四半期」という。）の補助金を１０月１０日までに、１０月１

 日から１２月３１日まで（以下「第３四半期」という。）の補助金を翌年の１月１０日

 までに山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金請求書（第５号様式）により知事

 に請求することができる。 

  また、１月１日から３月３１日まで（以下「第４四半期」という。）の補助金につい

 ては、第１１条の家賃対策補助金実績報告に基づき、第１四半期から第３四半期の精算

 も併せて４月２０日までに山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金請求書（第５

 号様式）により知事に請求するものとする。 

２ 知事は前項の請求書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、認

 定事業者へ交付するものとする。ただし第１四半期から第３四半期については概算で支

 払うものとする。 

（補助金申請及び受領等の委任） 



第１０条 認定事業者は、補助金の申請、請求及び受領に関する業務について公社に委任

 するものとし、当該委任をしたときは、認定事業者は山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家

 賃対策補助金委任事項報告書（第６号様式）により知事に報告するものとする。 

２ 前項に規定する委任は、山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金に関する委任

 状（第７号様式）により行うものとする。 

（実績報告） 

第１１条 認定事業者は、当該年度における補助事業が完了したときは、山梨県高齢者向

 け優良賃貸住宅家賃対策補助金実績報告書（第８号様式）により、その翌年度の４月１

 ０日までに知事に報告しなければならない。 

（額の確定） 

第１２条 知事は、前条の実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認め

 たときは、交付すべき補助金の額を確定し、山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補

 助金の額の認定通知書（第９号様式）により認定事業者に通知するものとする。 

（証拠書類の保存） 

第１３条 認定事業者及び公社は、補助金に係る書類を常に整備して保管するものとし、

 当該年度終了後５年間保存しなければならない。 

（報告等） 

第１４条 知事は、補助金の交付に関し必要があると認めるときは、入居者、認定事業者

 及び公社に対し、報告を求め、帳簿、書類その他必要な物件を調査し、又は必要な事項

 を指示することができる。 

 

 

 附  則 

 この要綱は、平成１４年９月２４日から施行する。 

附  則 

  この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 （第４条関係） 

 

 
 

  交付の対象者      補 助 金 の 額    交 付 の 期 間 

  認定事業者  契約家賃と入居者負担額との差額に管 

 理月数を乗じて得た額（日割りの額を 

 含む。）とする。ただし、契約家賃から

 入居者負担基準額を控除した額に管理 

 月数を乗じて得た額（日割り額を含む）

 を限度とする。また、空家の期間は補 

 助の対象としない。 

  なお、補助金の額の算定に当たって 

 は、千円単位の額となるものとし端数 

 は切り捨てるものとする。 

 管理開始日から１０年間 

（１０年を経過した時点で

入居中の者にあっては、そ

の入居者が退去するまでの

間（管理開始後２０年間。））

を限度とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第１号様式（第５条関係） 

                                                          平成  年  月  日 

 

 

 

山梨県知事           殿 

 

 

 

                      （申請者） 

                                       印 

 

 

 

平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金交付申請書 

 

 平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金の交付を受けたいので、山

梨県補助金等交付規則第４条の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

 

 １ 団地名等  名  称 

                  所 在 地 

                  対象戸数       戸 

 ２ 交付申請額            円 

   （内訳は別紙のとおり） 

 ３ 対象期間   平成  年  月  日から 

平成  年  月  日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式（第６条関係） 

                                                          平成  年  月  日 

 

 

 

山梨県知事           殿 

 

 

 

                      （申請者） 

                                       印 

 

 

 

平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金交付変更申請書 

 

 平成  年  月  日付け住 第  －  号で交付決定の通知を受けた標記補助金

について、交付決定の内容を変更したいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

 １ 団地名等  名  称 

                  所 在 地 

                  対象戸数       戸 

 

 ２ 変更交付申請額            円 

   前回交付決定額            円 

   変更増△減額            円 

   （内訳は別紙のとおり） 

 

 ３ 変更理由 

 

 

 

 

 ４ 対象期間   平成  年  月  日から 

平成  年  月  日まで 



第３号様式（第７条第２項関係） 

                                                          住  第   －   号 

                             平成  年  月  日 

 

 

 

             殿 

 

 

 

                                           山梨県知事            印 

 

 

 

平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金交付決定通知書 

 

 平成  年  月  日付けで交付申請のあった標記補助金については、山梨県補助金

等交付規則第５条の規定により、次のとおり交付することに決定したので通知する。 

 

 

 

 １ 団地名 

 

 ２ 対象戸数           戸 

 

 ３ 補助金額           円 

 （内訳は別紙のとおり） 

 

 ４ 対象期間  平成  年  月  日から 

平成  年  月  日まで 

 

 

 

 

 



第４号様式（第７条第２項関係） 

                                                          住  第   －   号 

                             平成  年  月  日 

 

 

 

             殿 

 

 

 

                                           山梨県知事            印 

 

 

 

平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金交付変更決定通知書 

 

 平成  年  月  日付けで変更交付申請のあった標記補助金については、山梨県高

齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金交付要綱第７条第１項の規定により、次のとおり変

更交付することに決定したので、同条第２項の規定により通知する。 

 

 

 

 １ 団地名 

 

 ２ 対象戸数           戸 

 

 ３ 変更交付決定額           円 

   前回交付決定額                      円 

   変更増△減額                      円 

 （内訳は別紙のとおり） 

 

 ４ 交付の条件は、変更交付決定前の補助金の条件と同様とする。 

 

 

 



第５号様式（第９条第１項関係） 

                                                        平成  年  月  日 

 

 

 

山梨県知事         殿 

 

 

 

                        （申請者） 

                                                                             印 

 

 

 

平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金請求書 

（平成  年度第 四半期分） 

 

 山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金交付要綱第９条の規定により、次のとお

り平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金の交付を請求します。 

 

 １ 団地名等  名  称 

                  所 在 地 

                  対象戸数       戸 

 

 ２ 交付申請額            円 

   （内訳は別紙のとおり） 

 

 ３ 支払先 

  金融機関名  預金種別     口座番号    口 座 名 義 

              銀行 

                店 

   普通 

   当座 

  ﾌﾘｶﾞﾅ 

 

 ４ 対象期間   平成  年  月  日から 

平成  年  月  日まで 

  （注） 第４四半期分の請求においては、額の決定通知書を添付すること。 



第６号様式（第１０条第１項関係） 

                                                          平成  年  月  日 

 

 

 

山梨県知事          殿 

 

 

 

                       （申請者） 

                                                                              印 

 

 

 

山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金委任事項報告書 

 

 私は、山梨県住宅供給公社を代理人と定め、次の団地における山梨県高齢者向け優良賃

貸住宅家賃対策補助金の申請、請求及び受領に関する事項を委任したいので、山梨県高齢

者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金交付要綱第１０条第１項の規定により報告します。 

 

 

 

  団地名等  名  称 

 

        所 在 地 

 

        対象戸数        戸 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第１０条第２項関係） 

 

山梨県高齢者向け優良賃貸住宅 

家賃対策補助金に関する委任状 

 

平成  年  月  日 

 

                                            住 所 

                                            氏 名                            印 

 

 

 

 私は、山梨県住宅供給公社を代理人と定め、次の行為を委任します。 

 

 

 次の団地における山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金の申請、請求及び受領

に関する一切の権限。 

 

  団地名等  名  称 

 

        所 在 地 

 

        対象戸数        戸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第８号様式（第１１条関係） 

                                                          平成  年  月  日 

 

 

 

 山梨県知事        殿 

 

 

 

                          住 所 

                                                   氏 名                     印 

 

 

 

平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金実績報告書 

 

 平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金について、次のとおり執行

しましたので山梨県補助金等交付規則第１２条の規定により、関係書類を添えて報告しま

す。 

 

 １ 団地名等  名  称 

 

         所 在 地 

 

         対象戸数        戸 

 

  ２ 報告に係る補助金 

 

      平成  年  月  日 住 第  －  号による交付決定        円 

 

      平成  年  月  日 住 第  －  号による交付決定        円 

    

 ３ 補助金の執行金額          円 

 

 ４ 補助金の返還予定額          円 



第９号様式（第１２条関係） 

                                                              

住  第   －   号 

                             平成  年  月  日 

 

 

 

              殿 

 

 

 

                                      山梨県知事           印 

 

 

 

平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金の額の確定通知書 

 

 平成  年  月  日付けで実績報告のあった標記補助金について、山梨県補助金等

交付規則第１３条の規定により、次のとおり確定します。 

 

 

 １ 団地名 

 

 ２ 平成  年度山梨県高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策確定補助金額 

                                                     円 

 

              交付決定補助金額                        円 

 

              交付済補助金額                        円 

 

       返 還 金 額                        円 

 


